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留意点（圃）
来住哲
1. 積換え
運送中における貨物の積換え (Transhipment)は， 貨物の仕向地への直
送の場合にくらべて，当該貨物に損侮を生じさせる可能性を大きくするであ
ろう。従来，積換えとは船舶から船舶への貨物を積み換えることを指すもの
と，通常考えられていたようであるが，近年，海上から陸上，陸上から海
上，海上から航空，また海上，陸上そして航空へと，複合運送などが盛んに
なるにつれて，積換えについての概念もかなり変革を遂げてきており，その
取扱いについてもかなり注意すべき点が多くなっている。したがって売買当
事者も積換えの問題を軽視して通るわけにはいかない。現行の信用状取引に
おいても，通常，信用状に積換えを許容するか，または積換えを禁止するか
を明示している。
信用状統一規則では，「積換えとは積込港または発送地もしくは受取地か
ら陸揚港または仕向地までの運送行程中における同一運送方法内でのある運
送手段もしくはある船舶からほかの運送手段もしくは船舶への移換え・再積
込みまたはある運送方法からほかの運送方法への移換え・再積込みを意味す
(105) 
る」と規定している。このように，積換えは同一運送方法内でのある運送手
段からほかの運送手段またはある運送方法からほかの運送方法に積換え・再
積込みされることをいい，船舶から船舶への積換えだけでなく，鉄道貨車か
(105) 信用状統一規則第29条a項
2(260) 第 35巻第 3 号
ら鉄道貨車，また航空機から航空機への移換え・再積込みおよび船舶から鉄
道貨車への積換え・再積込み，鉄道貨車から航空機への積換え・再積込みな
ども意味している。したがって信用状で積換えが禁止されている場合には，
二つの異なったフライト番号，フライト日およぴ都市コードを記載している
航空貨物運送状 (AirWaybill) は積換えを立証するものとして受理されな
(106) 
いと解すべきである。
さて，積換えを行うことは，それだけ運送貨物に損傷を発生せしめる可能
性を大きくするから，信用状取引の場合，積換えが行われていることを示し
ている運送書類は受理されるのであろうか。
信用状取引では，「信用状条件によって積換えが禁じられていないかぎり，
銀行は，全運送が同一の書類によってあらわされることを条件として，物品
(107) 
が積換えられる旨を示している運送書類を受理する」と規定している。この
ように硯行では信用状に積換え許可 (Transhipmentsare permitted)の規
定がなくても，積換え禁止 (Transhipmentsare not permitted)の規定が
ないかぎり，積換えすることができるから，売主は信用状に積換え禁止の規
定がないかどうかを確かめるべきである。
しかしながら信用状に積換え禁止の規定があっても，次のような運送書類
は銀行によって受理されることになっている。
(108) 
(1) 運送人が積換えの権利を有する旨の印刷条項がある運送書類
(109) 
(2) 信用状に複合運送書類 (CombinedTransport Documents) を明記
(106) ICC, "Case Studies on Documentary Credits, 1989 p. 93~94 
(107) 信用状統一規則第29条b項。なお全運送が同一の書類によってあらわされてい
るかどうか，また積換えはどの場所で許容されるかについて問題を生ずることが
あるので注意を要する (ICC,Ibid., p. 94~96)。
(108) 同条c項1号
(109) 陸海．海陸，陸海空など二つ以上の異種の運送手段を組み合わせて，始点から
終点まで一貫して引き受けられる運送を複合運送といい，この運送を引き受ける
運送人によって発行される運送書類を複合運送書類という。この書類は運送品
の受取りを確認し，かつ運送契約に関する証拠となり，通常，これに裏書し，そ
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している場合，または海上運送を含む異なる運送方法による受取地から最終
仕向地までの運送すなわち複合運送を示している場合には，全運送が同一の
運送書類によってあらわされていることを条件として，積換えを行う旨また
(110) 
は積換えを行う可能性を明記しもしくは示している運送書類。ただ信用状に
複合運送書類を提供書類として明示している場合はよいが，複合運送書類を
特に要求しないで複合運送を示している場合は， 「海上運送を含む」という
条件がついているため，陸海，海陸，海空などによる運送は認められている
が，陸空という運送は認められていないことに注意すべきである。
(3) 同一の運送書類のもとに，貨物が同一のコンテナ (Container), トレ
ーラー (Trailer), "LASH" バージ (Lashbarge) またはこれらと同様の
ものに積まれたまま，受取地から最終仕向地まで運送される旨を明記しもし
(lll) 
くは示している運送書類。これは貨物が上述の方法で運送される場合は，積
(112) 
換えされるものは貨物そのものではないという解釈をとったものと思われ
る。したがってコンテナなどを船舶から他の船舶などに積み換えても積換え
とみなされず，貨物が積載されているコンテナなどから，他のコンテナなど
に移し換えられたときに積換えがなされたものと解されたものと考えられ
茫
(4) 受取地を積込港または積込港に付属する CFS(Container Freight 
Station) もしくは CY(Container Yard)として示している運送書類およ
び／または最終仕向地を仕向港または仕向港に付属する CFSもしくは CY
(114) 
として示している運送書類。
れを引き渡すことによって運送品の所有権を移転することができる有価証券す
なわち権利証券 (Documentof Title)の性格をもっている。
(110) 信用状統一規則第29条c項2号
(111) 同3号
(112) Bernard S. Wheble, UCP 1974/1983 Revisions compared and explained, 
ICC Publication No. 411, 1984, p. 54 
(113) 朝岡良平絹著「逐条解説信用状統一規則」昭和60年， 303~304頁
(114) 信用状統一規則第29条c項4号
4(262) 第 35巻第 3 号
このように積換えについては種々注意すべき点があるから，売主は信用状
を接受したら，積換え禁止の規定がないか，また積換え禁止であっても，受
理される運送書類を提供できるかなどについてよく点検すべきである。
12. 商品および包装に関する不明確な規定
信用状は通常，売買契約に基づいて発行されるから，信用状には約定され
た商品名が記載されるのが普通であるが，時には異なった記載がなされるこ
とがある。約定品の名称について，売主国と買主国で同一品であるにもかか
わらず，その名称が異なっていることがあり，売主がこの異名同品であるこ
とを知っているがゆえに，かえって簡単に取り扱い，問題を惹き起こすこと
がある。すなわち信用状に記載されている商品名は，売主国ではこの名称で
はなく，売買契約で取り決めた商品名で呼ぶのが普通であるから，売買契約
で取り決めた商品名を用いて船積書類を作成し，荷為替を取り組めばよいと
して処理することがあるが，このことは極めて危険である。なぜならば信用
状は売買契約またはその他の契約に基づくものであっても，そのような契約
とは別個の取引であり，銀行はそのような関係とは無関係であり，またその
(115) 
ような契約によりなんの拘束も受けるものではないし，また信用状取引では
すべての関係当事者は書類の取引を行うものであって，その書類がかかわる
(116) 
物品，役務および／またはその他の行為の取引を行うものではないから，売
主がこのような船積書類を銀行に提供した場合には信用状条件逮反として手
(117) 
形の支払いを拒絶されるからである。なお信用状統一規則では信用状発行の
ための指図，信用状それ自休等は完全かつ正確であること，また過度の明細を
(118) 
記載することを避けるよう発行銀行に求めているが，それにもかかわらず信
(115) 同第3条
(116) 同第4条
(117) 拙稿「信用状取引と商業送り状記述の物品の名称〔貿易取引をめぐるトラプル
の事例研究(36)〕」 JCAジャー ナル第35巻第7号， 1988年7月刊を参照された
い。
(118) 信用状統一規則第5条
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用状に商品名だけでなく，不明確な補足的文言が記載されていることがあり，
そのため売主は荷為替取組に支障をきたすこともあるので，注意を要する。
次に約定品は売買契約で取り決められた方法か，当該商品について一般に
認められている慣習に従って包装されるものであるが，時には信用状に包装
材料をはじめ，包装について事細かに記載されていることがある。その結
果，信用状の各記載事項が互いに矛盾し，また包装に開する信用状の記載事
項と売買契約の記載事項乃至貨物の包装が合致しない場合が生じ，売主は安
心して輸出することができなくなる。また国によって包装様式が異なる場合
や，売主が使用すべき包装様式を買主に通知せず，買主が売主の包装様式と
異なる包装様式を信用状に記載してきた場合に，問題が生ずることがある。
たとえば国内における慣習的な包装様式がカートン・ボックスであるのに，
信用状にそれとは異なった包装様式たとえば木箱を要求してくる場合などで
ある。この場合，売主が貨物をカートン・ボックスに詰め，それらを輸出
し，荷為替を取り組むことは，信用状条件に進反することになるから，売主
はこのままでは約定品を積み出すことはできない。したがって売主は信用状
の訂正を買主に求めるか，またはメーカーに対して包装変更を通知しなけれ
ばならず， もし通知しなかったならば，出荷通知書ないしは入荷報告書を入
手して，始めてその誤りを発見し，改装しなければならないことになる。
なお包装に関連して注意すべきことは，包装物に貼付されているラベルの
絵や記載文言，また包装材料のいかんなどによって買主国の法規に遮反する
ことになり，輸入できないことになるということである。
13. 提供書類
現在使用されている信用状は，通常，荷為替信用状であるから，信用状に
提供書類に対する指図が必ず記載されており，その記載事項は信用状に基づ
いて振り出された荷為替手形に対して強い拘束力をもっている。信用状統一
規則においても，「信用状発行のためのすべての指罰および信用状それ自休，
また場合により信用状の条件変更のためのすべての指図および条件変更それ
6(264) 第 35巻第 3 号
自体には，支払い，引受けまたは買取りの対象となる書類が正確に明記され
(119) 
なければならない」と規定している。
信用状取引は前述したように物品取引ではなく，書類取引であり，信用状
条件に合致した書類が提供された場合に，支払い，引受けまたは買取りが行
われることになっているから，どのような書類が提供されるべきかについて
信用状に明記されている。したがって売主が支払い，引受けまたは買取りを
受けるためには信用状条件に合致した書類を作成し提供しなければならない
から，売主は信用状を接受したら，買主がどのような書類の提供を求めてい
るか，それらの書類の内容に問題はないか，またそれらは提供可能な書類で
あるかなどについて綿密に点検しなければならない。
ここにいう書類は一般に積出書類 (ShippingDocuments)といわれるも
ので，それらは商品の種類，取引慣習，各国の法規などによって多種多様で
あるが，その中心となるのは商業送り状 (CommercialInvoice), 船荷証券
や航空貨物運送状などの運送書類 (TransportDocuments)およぴ保険証
券または保険証明書などの保険書類 (InsuranceDocuments)の三者であ
る。これらの書類は CIF売買における基本的書類であるが， FOB売買で
は保険書類が除かれることはいうまでもない。
なお船荷証券 (Billof Lading; B/L)や航空貨物運送状 (AirWaybill; 
AWB)などの運送書類およぴ保険証券 (InsurancePolicy ; l/P)や保険証
明書 (Certificateof Insurance)などの保険書類そのものについての論及
は専門書に譲り，ここでは荷為替信用状取扱上において，これら書類に関し
て留意すべき点について論ずることにしたい。
1) 商業送り状
前述したように現行の信用状は通常，荷為替信用状であるから，信用状に
は為替手形の添付書類として，通常， "Signedcommercial invoice in tri-
plicate"または "Commercialinvoice in triplicate"のように「署名済み
(119) 同第22条 a項
荷為替信用状取扱いにおける留意点（皿）（来住） (265)7 
の商業送り状3通」または単に「商業送り状3通」を要求している場合が多
い。もちろん，商業送り状に注文書番号または売買契約書番号などの記入を
求めている場合もある。
商業送り状 (CommercialInvoice)は売主が買主あてに，売買契約を正
当に履行したことを証明するために作成する約定品の出荷案内書であり，約
定品の明細書であり，価格計算書であり，代金請求書を兼ねるものであっ
て，輸入国では荷受けおよび通嬰の際に仕入書として使用される重要な書類
である。その書式は各社によってまちまちであるが，通常，送り状の作成地
と作成年月日，送り状番号，買主の商号と住所，売買契約書番号または注文
書番号，船積港および国名，仕向地および国名，積載船名，荷印およぴ荷番
号，積送品の明細（積送品の品名， 内容明細， 数量，梱包数など），単価，
金額，その他の事項が記載され，荷送人によって署名される。
信用状取引にあっては，商業送り状は信用状条件に合致して作成しなけれ
ばならないから，売主は商業送り状の作成に当っては信用状統一規則の規定
に留意する必要がある。
(1) 商業送り状の宛名については，信用状にほかに異なる定めのないかぎ
(120) 
り，商業送り状は信用状発行依頼人宛てに作成されなければならないことに
(121) 
なっている。通常，買主が信用状発行依頼人 (Opener) になるが， ときに
は買主以外の者が信用状発行依頼人になることもあるので注意を要する。た
とえば買主ではなく，転売先である需要家が信用状発行依頼人になっている
(122) 
ことがあり， また南アフリカ貿易などではロンドンの ConfirmingHouse 
が南アフリカの買主に代って，信用状発行依頼人になっていることが多い。
しかし売主のなかには買主または代理店と売買契約を締結しているためか，
(120) 信用状統一規則第41条a項
(121) 信用状の発行を申込むという意味で， 信用状発行申込人 (Applicant) とも呼
ばれている。
(122) 注(11)を参照されたい。なお近代の慣習では Exporthouseと呼ばれている
(Clive M. Schmitthoff, Schmitthoff's Export Trade, 9th ed., 1990, 296~297 
頁）。
8(266) 第 35巻第 3 号
買主宛てに商業送り状を作成しているのを稀に見かけることがあるが，これ
は初歩的なミスで，荷為替取組に支障をきたすことを忘れてはならない。
また信用状に，商業送り状の宛名を信用状発行依頼人以外の第三者にする
よう要求してくる場合もあるが，実際にはあまり用いられていないようであ
る。
さらに商業送り状の作成は，信用状に特に定めのないかぎり，受益者
（通常，売主）がすべきものである。また商業送り状に署名すべきかどうか
については，信用状に通常， "Signedcommercial invoice in triplicate"の
ように，署名した商業送り状を提出することを求めているので，受益者は
商業送り状に署名して，手形買取銀行にそれを差し出しているが．時には
"Commercial invoice in triplicate"のように，署名のことには触れない
で，単に商業送り状の提供を求めていることもある。しかしこの場合でも，
荷為替決済における商業送り状の重要性を考えると，商業送り状には当然署
名すべきであり，また現行の貿易取引においても，受益者は通常，商業送り
状に署名して，手形買取銀行にそれを差し出している。
(2)、信用状統一規則では，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行
は，信用状が許容する金額を超えた金額をもって発行された商業送り状を拒
(123) 
絶することができるとされているから，受益者は信用状金額を超えた金額で
商業送り状を作成してはならない。ただし信用状金額の前に aboutなどの
概数表示語が付加されている場合には， 10%の超過が認められている。
(3) 商業送り状における物品の記述は，信用状における記述と一致してい
(1叫）
なければならない。ここにいう物品の記述は，商品名だけでなく，その商品
に関する記載事項（内容表示）をも含むものである。この点については，す
でに商品に関する不明確な規定のところで一例をあげて注意を促したが，そ
れ以外に内容表示などを明確に記載していないため，問題を提起している
場合がかなりある。なお ICC銀行技術実務委員会 (ICCCommission on 
(123) 信用状統一規則第41条b項
(124) 同C項
荷為替信用状取扱いにおける留意点(]1[)(来住） (267)9 
Banking Technique and Practice)の意見によると，信用状に記載されて
いなかった "secondhand"という語を商業送り状の物品の記述の際に付加
したときは，商業送り状の物品の記述は信用状における記述とは一致してい
(I究
ないとみなされるか，信用状に記載されていなかったプランド名を付加した
ときは，商業送り状の物品の記述は信用状における記述と一致しているとみ
(126) 
なされるということである。しかし信用状に "CarModel T"と記載され
ているとき，商業送り状に CarModel Yと記載するなら，それは一致して
(127) 
おらないことになるであろうといわれている。この点は商品が異なると判断
されるから，一致していないとみるのが当然であろう。
このように商業送り状における物品の記述について留意すべき点も多いか
ら，商業送り状の作成に際しては慎重を期すべきである。
2) 運送書類
信用状には通常， Fullset of clean on board ocean bills of lading…… 
ゃ Fullset of clean negotiable combined transport bills of lading…… 
または Cleanair waybill consigned to (L/C issuing bank)のように記
載され，運送書類の提供が求められている。
運送書類 (TransportDocuments)とは物品の運送を証する書類で，信
用状統一規則では物品の本船への積込み，郵便による発送または運送のため
の運送人による受取りなどを証する書類をいう。具休的には海上船荷証券
(Marine B/L; Ocean B/L), 郵便小包受領書 (PostReceipt) または郵送
証明書 (Certificateof Posting), 複合運送書類 (CombinedTransport 
Document), 運送状 (Waybill), フォワーダー船荷証券 (Forwarder's
B/L; FBL), 航空貨物運送状(AirWaybill; AWB)などがある。
(125) International Chamber of Commerce, Opinions (1980~1981) of the ICC 
Banking Commission, ICC Publication No. 39, p. 34 
(126) Ibid., p. 36 
(127) International Chamber of Commerce, Case Studies on Documentary 
Credit, 1989, p. 113 
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(1) 一般的な運送書類
信用状統一規則第25条では，信用状が海上船荷証券または郵便小包受領書
もしくは郵送証明書以外の運送書類を要求している場合に，呈示される運送
書類の受理または拒絶の基準を定めており，運送書類全般についての一般
的な取扱いを規定している。たとえば信用状に単に運送書類、(Transport
Documents)と記載されている場合や，複合運送書類 (CombinedTransport 
Document)または航空貨物運送状 (AirWaybill)を要求している場合な
どに適用される。
まず a項では，銀行が呈示された運送書類を受理するためには，信用状に
ほかに異なる定めのないかぎり，①記載運送人またはその代理人によって発
行され，③場合に応じて物品の発送もしくは受取りまたは積込みを示し，⑧
原本全通が揃っており，④信用状の他のすべての条件に合致していることを
(128) 
要件としている。
次にb項では，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は，①複合運
(129) 
送書類，③略式運送書類(ShortForm/Blank Back Transport Document), 
⑧積込港と異なる受取地およぴ／または陸揚地と異なる最終仕向地を示して
いるもの，④コンテナ詰めまたはバレット積み，およぴこれらと同様の積み
かたによるような貨物にかかわるもの，⑥船舶もしくはその他の運送手段お
よぴ／または積込港および／もしくは陸揚港について "intended"の表示ま
たはこれと類似の条件の表示がつけられているものであっても，その運送書
(130) 
類を拒絶しないと規定している。
(128) 信用状統一規則第25条a項
(129) 運送条件の一部または全部の記載を省略して，当該運送書類自体とは別の根拠
または書類を参照することによってその内容がわかるようになっている運送書類
をいう。なお従来から使用されていた略式船荷証券 (ShortForm B/L…運送証
券面に記載されている細かい約款を省略した運送証券）は1962年の信用状統一規
則では認められていなかったが， 1974年信用状統一規則から隠められるようにな
った（同第19条b項i)。
(130) 信用状統一規則第25条b項
荷為替信用状取扱いにおける留意点(fil)(来住） (269)11 
また C項では海上運送または海上運送を含む複合運送の場合には，信用状
にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は，①用船契約にしたがっているこ
とを示している運送書類いわゆる用船契約運送書類 (CharterParty Trans-
port Document)および③積載船舶が帆のみで運航することを示している帆
(131) 
船積み運送書類(SailingVessels Transport Document)を拒絶する旨を規
定している。なお①は用船契約船荷証券 (CharterParty B/L)のような運
送書類をいい，この船荷証券には，通常，「運賃その他の条件はすべて用船
契約による (Freightand al other conditions as per charter party)」
などの文言が記載されており，用船契約の記載事項が同時に船荷証券の所持
人をも拘束することができるよう配慮されている。したがって船荷証券面だ
けでは，契約の内容が不明確であるため，銀行は用船契約そのものについて
満足しないかぎり，この船荷証券を正式な担保物件とはみなしていない。
さらにd項では信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は，フレイ
ト・フォワーダー (FreightForwarder)によって発行された運送書類は拒
(132) 
絶すると規定しているが， その運送書類が国際商業会議所 (ICC)により認
(133) 
められた FIATA Combined Transport Bill of Lading (略称 FIATA
FBL)である場合，またはその運送書類が運送人としてまたは記載運送人の
代理人として行動するフレイト・フォワーダーによって発行されたことを示
（逗）
している場合は受理されることになっている。
(2) 海上船荷証券
信用状統一規則第26条では，信用状が海上船荷証券 (MarineB/L; Ocean 
(131) 同C項
(132) 同d項
(133) FIAT A (Federation Internationale de Associations de Transitaires et 
Assimiles の略で，国際的なフレイト•フォワーダーの機関）が制定した複合運送
用の船荷証券で，会員がこの書式を使用する場合は．使用料を支払い，自社名を
追記して発行することになっている。
(134) 信用状統一規則第25条d項
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B/L)を要求している場合に，呈示される運送書類の受理または拒絶の基準
を定めている。なお MarineB/Lまたは OceanB/Lという語がなくても，
Shipped B/Lゃ OnBoard B/Lのように海上運送を示す船荷証券を要求
していると思われる表現が用いられている場合も，本条の規定が適用される
ことになる。
第26条の規定も第25条の規定と同じものが多いので，それらはごく簡単に
触れ，異なる点について少し説明を加えてみたい。
まず a項では，銀行が呈示された運送書類を受理するためには，信用状に
ほかに異なる定めのないかぎり，①記載運送人またはその代理人によって発
行され，③物品が記載船舶に積み込まれたか， または船積みされたかを示
し，⑧原本全通が揃っており，④信用状の他のすべての条件に合致している
(135) 
ことを要件としている。このように2号を除いては，第25条のa項の規定と
同じであるが， 2号では信用状にほかに異なる定めがないかぎり，本船に積
み込まれたことが記載されている船積船荷証券 (ShippedB/L)を呈示する
ことが要件となっている。
b項では信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行は拒絶しない運送
書類をあげているが，第25条b項5号が第26条c項に移された以外は第25条
b項の規定と同じである。
c項では，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，銀行が，①用船契約
運送書類およぴ③帆船積み運送書類を拒絶する点は第25号 C項と異ならない
が，⑧船舶，積込港およぴ陸揚港について "intended"の表示またはこれと
(136) 
類似の条件がつけられている運送書類は拒絶することになっており，第25条
b項5号とは異なった規定がなされている。しかし当該書類に信用状統一規
(137) 
則第27条b項にしたがった積込済みの付記 (onboard notation)があり，
(135) 同第2絲1:a項
(136) 同条c項3号
(137) 「船舶への積込みもしくは船積みは，記載船舶への積込みもしくは記載船舶ヘ
の船積みを示す文言のついている運送書類によっても， または "receivedfor 
荷為替信用状取扱いにおける留意点(I[)(来住） (271)13 
さらに実際に積込みを行った積込港が記載されている場合は拒絶されない。
また当該書類に示されている最終仕向地が陸揚港以外の場合も拒絶されな
い。最後に④フレイト・フォワーダーによって発行された運送書類は拒絶す
(138) 
ると規定しているが，その運送書類が運送人としてまたは記載運送人の代理
人として行動するフレイト・フォワーダーによって発行されたことを示して
(139) 
いる場合は受理されることになっている。この点は信用状統一規則第25条d
項の規定と同じであるが，忘れてならないのは第25条d項にあった FIATA
Combined Transport Bill of Ladingは拒絶されないという但し書が第26
条c項4号では削除されているということである。したがって FIATAFBL 
は信用状に OceanB/Lまたは MarineB/Lの要求がある場合は，第26条
(140) 
c項の規定により受理されないと解するのが穏当であろう。
(3) 郵便小包受領書
信用状統一規則第30条では，信用状が郵便小包受領書 (PostReceipt)ま
たは郵送証明書 (Certificateof Posting)を要求している場合に，呈示さ
れる書類の受理の要件を定めている。すなわち信用状が郵便による物品の発
送を定め，かつ郵便小包受領書または郵送証明書を要求しているときは，銀
行は，信用状に定める物品発送地においてスクンプされ，もしくはその他の
方法により証明され，かつ日付がつけられたとみられる郵便小包受領書また
は郵送証明書を受理すると規定している。
郵便小包受領書は，債権的証券でも受戻証券でもないから，上述のように
shipment"と明記している運送書頬の場合には，当該運送書類面に運送人または
その代理人が署名もしくはイニシアル署名をし，かつ日付を入れた積込済みの付
記をすることによっても，これを証明することができ，さらにこの付記の日付が
記載船舶への積込みまたは記載船舶への船積の日とみなされる。」
(138) 信用状統一規則第2彩た C項4号
(139) 同上
(140) 拙稿「OceanB/Lの要求と FIATAFBL 〔貿易取引をめぐるトラプルの事例
研究 (13))」 JCA ジャーナル第3躇猿~8 号， 1986年 8 月刊を参照されたい。
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その受領書には物品発送地におけるスタンプ等による物品受領の証明と日付
が示されておればよい。
(4) 受取式運送書類
運送書類が船積式か受取式かは関係当事者にとってはきわめて重要な関心
事である。
信用状統一規則では，「信用状がとくに積込済みの運送書類を要求してい
ないかぎり，または侶用状の他の条件もしくは第26条と矛盾しないかぎり，
銀行は，物品が受け取られた (takenin charge)旨もしくは船積みのため
に受け取られた (receivedfor shipment)旨を示している運送書類を受理
(141) 
する」と規定し，上述の三つの場合を除いて，受取式の運送書類を受理する
ことを定めている。ここで注意しなければならないことは， 1974年の信用状
統一規則第20条では，海上船荷証券のみを対象としていたために，船積式を
基準とし，受取式のものはこの基準と異なる定めがある場合にのみ認められ
たが， 1983年の信用状統一規則第27条では，すべての運送書類を対象として
取り扱い，受取式を基準として定め，積込済みの運送書類を要求している場
(142) 
合などのときにのみ船積式の運送書類を要することとしていることである。
したがって信用状が海上船荷証券を要求している場合には，第26条の規定が
適用されるため，原則として船積船荷証券 (ShippedB/L; On board B/L) 
を提供しなければならないが，信用状が複合運送書類(CombinedTransport 
Document)を要求している場合には， onboardまたは shippedのような
積込済みをあらわす文言が求められていなければ，受取式の運送書類を提供
すればよい。
しかし忘れてならないことは，受取式の運送書類の場合は，売主にとって
は，物品の積込前にそれを入手できるので，荷為替取組に有利であろうが，
買主にとっては貨物の到着時期が明確でないため商機を逸したり，また売主
(141) 信用状状統一規則第27条a項
(142) 朝岡良平編著，前掲書， 292頁
荷為替倍用状取扱いにおける留意点(II)(来住） (273)15 
が物品を積み込まなかったときは，非常な損失を被ることになる。また銀行
も受取式の運送書類では担保とならないため，その受理は好まない。しか
し複合運送や航空運送の増大化もあって，信用状統一規則にもみられるよう
に，受取式の運送書類が増加してきている。しかしながら現実には積込済み
を証することを求めている場合が多いから，受取式の運送書類に積込みの事
実と積込年月日を追記し，署名して（これを onboard notationという）
(143) 
船積式の運送書類となるし，この書類を提供している。
(5) その他運送書類についての留意点
このほか信用状統一規則の規定から注意すべき点を簡単に紬れておこう。
(1)海上運送または海上運送を含む複合運送の場合には，信用状にとくに認
められていないかぎり，物品が甲板に積み込まれている旨または甲板に積み
(144) 
込まれる旨を明記している運送書類は拒絶される。しかし上述のような明記
がなければ，物品が甲板積みで運送される可能性をあらわす条項のある運送
(145) 
書類は拒絶されない。したがって売主は物品の性質や形状などから甲板積み
されることが明らかな場合には，信用状に甲板積み許容の文言を記載しても
らうべきであり，また売主が付保する場合には，担保危険についても注意を
(146) 
払うべきである。なお買主とっても甲板積みについては慎重を期さなければ
(147) 
ならない〔後述J。
(143) 信用状統一規則第27条b項。なおこの転換について，小原三佑嘉稿「Combined
Transport B/Lの Onboard notationについて」海事法研究会誌 No.94, 
1990年4月刊および和島雄三稿「受取式運送書類を船積式に転換する方式につい
て」海事法研究会誌No.96, 1990年6月刊を参照されたい。
(144) 同第28条 a項
(145) 同条b項
(146) 拙稿「甲板積み貨物の損侮および代金支払拒絶と求償〔貿易取引をめぐるトラ
プルの事例研究 (34)〕」 JCAジャーナル第35巻第5号， 1988年5月刊を参照さ
れたい。
(147) 拙稿「甲板積み貨物の損侮と求償〔貿易取引をめぐるトラプルの事例研究(1)
①J」JCAジャーナル第32巻第8号， 1985年8月刊を参照されたい。
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(2)仲介貿易やその他の取引において，信用状の受益者以外の者が荷送人に
なることがあるが，信用状に異なる定めがないかぎり，このような書類は受
(148) 
理されることになっている。
(3)信用状が Cleanon board ocean bils of lading, Clean combined 
transport bils of ladingまたは CleanAir Waybillを要求している場合
が多いが，信用状統一規則では無故障運送書類 (CleanTransport Docu-
ment) とは物品および／または包装に瑕疵のある状態を明らかに示してい
(149) 
る付加条項もしくは特記 (Notation) のついていないものをいうと定義
し，さらに信用状に許容されていないかぎり，銀行は上記の付加条項もしく
(150) 
は特記のある運送書類を拒絶すると規定している。したがって信用状に許容
の規定のないかぎり，信用状が無故障 (clean) という語を付さないで，単
に船荷証券 (Billof Lading)または航空貨物運送状 (AirWaybill)を求
めている場合でも，売主は無故障の運送書類を提供しなければならない。な
お信用状に "cleanon board"の文言を運送書類に付すべき旨の要求があっ
ても，運送書類に物品およぴ／または包装について瑕疵文言が記載されてい
なければ，また運送書類が船積式か，または受取式の場合には積込済みの注
記 (onboard notation)があれば，信用状の要求が充足されているものと
(151) 
みなす，わかりやすく言えば運送書類に cleanon boardを付記しなくても
よいことになっている。
(4)信用状に記載されている運送書類についての文言たとえば Fullset of 
clean on board ocean bils of lading, made out to order and blank 
(148) 信用状統一規則第33条
(149) 同第34条a項
(150) 同条b項。無故障の基準を物品と包装にだけおいて，数量などの瑕疵について
は問題にされていないが，運送書類に1カートン・ポックス不足 (onecarton 
box short)と記載されている場合，本当に無故障といえるのであろうか。 この
場合は信用状統一規則第17条（銀行免責）で処理されるといわれるかもしれない
が，大いに疑問の存するところである。
(151) 同条c項
荷為替信用状取扱いにおける留意点（皿）（来住） (275)17 
endorsed, and marked "Freight Prepaid" and "Notify Buyer" (単純指
図式に作成され，白地裏書され，かつ運賃支払済で着荷通知先として買主が
記載されている無故障船積海洋船荷証券の全通）なる文言や Fullset of 
clean negotiable combined transport bills of lading to order of shipper 
and endorsed in blank . (荷送人の指図式に作成され，白地裏書された無
故障流通式複合運送証券の全通）または Cleanair waybill consigned to 
(L/C issuing bank)…... ((信用状発行銀行〕を荷受人とする無故障航空
貨物運送状）などが記載されているが，これらの内容をよく把握し，適確な
る運送書類が提出できるかどうかを点検しなければならない。
Clean (無故障）， Onboard (船積（式〕）， Ocean(海洋，海上）などにつ
いては，すでに簡単に触れたので， ここで注意すべきは toorder・(単純指
図式）または toorder of shipper (荷送人の指図式）もしくは (Consigned)
to L/C issuing bank or Buyer (発行銀行の記名式または買主の記名式）
などの問題である。これらは荷受人の記載文言によって分けられるが，その
(152) 
いずれをとるかによって流通性や担保性が異なるので注意すべきである。さ
らに荷送人の記名式を除き，これらの書類を記名式に作成したときは，売主
(153) 
にとってはきわめて不利になることを忘れてはならない。この点，航空貨物
運送状 (AirWaybill)を取り扱うとき，特に注意する必要がある。
(5) Air Waybll (AWB) とは貨物を航空機で運送するために，航空会社
が運送品を受け取ったときに発行する貨物受取証をいい，航空貨物運送状と
(152)詳細は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)」および「同(Il)」関西大
学商学論集第2巻第1号および第2号， 1957年刊,William S. Shaterian, Exort-
Import Banking, 1956, 2nd ed., pp.114~121, 新堀聡著「貿易売買入門」新装
4版，昭和50年， 75~79頁同著「貿易売買」平成2年， 98頁注1,和島雄三稿
「信用状条件と船荷証券の荷受人の記載方法について」国際金融703号，34~44頁，
拙稿「船荷証券面の荷受人の記載文言〔貿易取引をめぐるトラプルの事例研究
(3)〕」 JCAジャーナル第35巻第4号， 1988年4月刊を参照されたい。
(153) 詳細は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)」および「同(Il)」関西大
学商学論集第2巻第1号および第2号， 1957年刊， Willam S. Shaterian, Ibid., 
pp, 112~114, 新堀聡著「貿易売買」 204~206頁を参照されたい。
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も，航空運送状ともまた航空積荷受取証ともいわれている。また航空貨物混
載業者 (Consolidator)が発行した貨物受取証を AirBil といい，小口貨
物の場合に利用されることが多い。わが国では混載業者が発行する AirBill 
を HouseAir Waybillまたは HouseAir Bil といい，航空会社またはそ
の代理人（航空貨物代理店）が発行する AirWaybillをMasterAir Way-
bil と呼んでいるが，いずれも発送人と運送人との間における運送契約締結
の証拠書類であり，荷送人からの貨物受取証である。
航空貨物運送状は船荷証券と異なって，単なる貨物運送状であって，有
価証券でなく， また受取式で，原則として記名式であり，非流通性 (non-
(154) 
negotiable)のものである。また航空貨物運送状は受戻証券でないから，貨
物の引渡請求権もない。したがって航空貨物運送状では手形上の権利が担保
されていないため，輸出手形保険はかからない。しかし現行の信用状取引で
は，通常，発行銀行は自行を荷受人として担保権を確保して航空貨物運送状
を発行させ，代金決済を行っているから，通産大臣は一定の要件を満たした
ものとして保険契約の成立を恩めている。しかしながら速かに処理しなけれ
ばならない動植物，食品および化学薬品，また信用のきわめて高い会社の場
合には荷受人を信用状発行依頼人（買主）にすることがあるが， この場合
は，手形上の権利が担保されないことになるから，輸出手形保険はかからな
くなることに注意すべきである。また荷受人が買主となっていた荷為替手形
を銀行が買い取り，輸出手形保険をかけたが，その後，保険事故が発生した
のに，保険契約が有効に成立していないものとして保険者は免責されたこと
(155) 
を付け加えておこう。
なお信用状が AirWaybill (航空貨物運送状）を求めているときは，運送
のための受取りを示す信用状統一規則第25条が適用されることを申し添えて
おこう。
(154) 拙稿「AirWaybill についての一考察」関西大学商学論集第32巻第 3•4•5 号，
昭和61年11月刊， 221~225頁を参照されたい。
(155) 貿易保険協会著「貿易保険制度の解説」昭和63年， 154頁
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最後に，近年，航空貨物運送状と同じような性格を有する海上貨物運送状
(Sea Waybill)が用いられることがある。この運送状は海上運送人が船積
みのために運送品を受け取ったことを証する貨物受取証であり，かつ海上運
送哭約を証する書類であるが，運送品引渡請求権を表象する有価証券ではな
く，記名式で，非流通性の書類である。したがって荷為替手形の取組には原
則として用いられないが，信用状発行銀行（信用状取引の場合）または取立
銀行などを荷受人とすることによって安全をはかることはできる。なお信用
状取引の場合には SeaWaybill acceptableのようにその使用を認める規定
が必要である。また信用状が SeaWaybill (海上貨物運送状）を求めている
ときは，運送のための受取りを示す信用状統一規則第25条が適用される。し
かし海上船荷証券 (MarineB/L ; Ocean B/L)が求められている場合に
は，船積注記を付記しなければならず，実際にはこの運送状は受理されない
であろう。
3) 保険書類
信用状には Marineinsurance policy or certificate in duplicate, 
endorsed in blank, for 110% of the invoice cost including: The 
Institute Cargo Clauses (All Risks), the Institute War Clauses, the 
Institute Strikes Riots and Civil Commotions Clausesまたは Marine
insurance policy or certificate, endorsed in blank, for 110彩 ofthe 
invoice value covering the Institute Cargo Clauses (A), the Institute 
War Clauses and the Institute Strikes Clausesのように記載され，保険
書類（保険証券または保険証明書）の提供が求められている。これは CIF
系統 (C&Fを除く）や CIPまたは ExShipなどの揚地系統の条件の場合
にみられるものであるが， FOB系統や C&Fの場合には， このような文言
はない。
(1) 提供されるべき保険書類
このように信用状には保険書類として，通常，保険証券または保険証明書
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のいずれかの提出を求めている場合が多いが，実際にはほとんど保険証券が
使用されている。 しかしながら信用状統一規則では， 「保険書類は，信用状
(156) 
に定められたとおりのものであることを要し」と規定されているから，信用
状に InsurancePolicy" (保険証券）と記載されている場合は，保険証券を
提供すべきであり，保険証明書 (Certificateof Insurance)の提供は信用
状条件に合致しておらないとして，受理されない。また同様に， もし保険証
甲書が要求されているなら，保険証券の提供は受理されないことになる。さ
(157) 
らに保険書類は，保険会社もしくはアンダーライター (Underwriter)また
はそれらの代理人によって発行され，および／または署名されなければなら
(158) 
ない。
なお保険証券または保険証明書のほか， 英国では保険仲立人 (Insurance
Broker)がカバー・ノート (CoverNote) を発行することがある。これは
保険契約者の依頼を受けた保険プローカーが依頼通りの条件で保険の手配を
行ったことを明らかにするために発行する保険引受書で，ブローカーズ・カ
バー・ノートと呼ばれ，保険者が保険契約者と直接，保険契約を締結したと
きに発行するインシュアラーズ・カバー・ノートと区別している。このカバ
ー・ノートはそれだけでは保険契約の証拠とはならず，信用状統一規則も，
「保険仲立人 (broker)発行のカバー・ノートは，信用状によって特に認め
(159) 
られていないかぎり受理されない」と規定している。しかしわが国では保険
プローカーという制度はないから，このようなブローカーズ・カバー・ノー
トは存在しない。わが国でいうカバー・ノートは保険者が個別予定保険契約
(156) 信用状統一規則第35条a項
(157) 保険契約の引受けを行う者をいい，個人の保険業者，会社組織の保険業者，そ
れぞれの保険の分野で主導権をもつ保険業者などを意味する。なお語源的には，
保険契約弓I受けの証として保険証券の下部に署名する人を意味した，すなわちア
ンダーライティングの専門家を意味した（来住哲ニ・中村弘編著「貿易実務小事
典」昭和50年， 4頁）。
(158) 信用状統一規則第35条a項
(159) 同条b項
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を引き受けた証拠として，その契約の明細を略記して発行する英文の保険引
受証で，正規の予定保険証券を必要としないときに用いられており，プロー
カーズ・カバー・ノート (Broker'sCover Note)とは異なるものである。し
たがって InsuranceBroker's Cover Note acceptableという文言があって
も，このようなカバー・ノートはわが国では実際には提供できないから，信用
状の訂正をしておかなければ，信用状を使用することはできないことになる。
(2) 積込日等以後の日付を有する保険書類の取扱い
信用状に特に記載されていることは少ないが，忘れてならないことは，保
険証券の日付は運送書類の日付よりも以前の日付でなければならないという
ことである。すなわち信用状統一規則では，「信用状にほかに異なる定めの
ないかぎり，または保険による担保が遅くとも物品の租込日もしくは発送日
もしくは受取日から有効であることが保険書類からみられないかぎり，銀行
は，運送書類に示されている物品の積込日もしくは発送日もしくは受取日よ
(160) 
りあとの日付のついている保険書類の呈示を受けたときはこれを拒絶する」
と規定している。
(3) 保険書類面の表示通貨と最低付保金額
信用状統一規則では，「信用状にほかに異なる定めのないかぎり，保険書
(161) 
類は信用状と同一の通貨をもって表示されなければならない」と規定してい
るから，米ドル建ての信用状の場合には，要求されている保険書類も米ドル
で表示されていなければならず，円表示や英ポンド表示など米ドル以外の通
貨で表示されていたときは，信用状条件遮反となる。
次に最低付保金額については，信用状にほかに異なる定めのないかぎり，
(162) (163) 
CIFまたは CIPの価額に10%を加算した金額とされている。従来，貿易取
(160) 同第36条
(161) 同第37条a項
(162) Freight/Carriage and Insurance paid to…··•(named point of destination)運
送・保険手配（指定仕向地）条件のことで，この条件をコードで表わすときはGIP
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引では保険金額は CIF価額に，希望利益として CIF価額の10%を加算し
た額とされるのが慣習であったが， 複合一貫運送の要求に応じて 1980年
Incotermsで CIP条件が採り上げられるに至り， 1983年の信用状統一規則
も，上述のように CIFまたは CIP価額の10%増しとしたものと思われる。
しかし銀行が CIFまたは CIPの価額を書類の文面から確定できない場
合は，銀行は，信用状に基づいて要求される支払い，引受け，もしくは買取
りの金額または商業送り状の金額のうち，いずれか大きい方の金額を最低付
(164) 
保金額とみなすとされているが，信用状に保険書類が要求されている場合
は，付保金額については通常， for110 % of the invoice costなどの表示
がなされているから，これに従って保険手配をすればよい。
なお時たま CIF価額または CIP価額の数10%増したとえば50%増しの金
額で付保することを求めている信用状を稀に見ることがあるが，このような
場合には保険者に付保できるかどうかを確認しておく必要がある。もし付保
ができない場合は，信用状条件遮反となり，荷為替取組に支障をきたすこと
になるからである。
(4) 保険の種別と追加危険
信用状には必要とする保険の種別を明示し，またその他付保すべき追加危
(165) 
険があれば，それをも明示しなければならないことになっているので，信用
状には前述したように，通常，保険の種別として InstituteCargo Clauses 
の3文字を用いる。この条件は売主が約定品を発送地の運送業者の保管下に引き
渡すまでの一切の費用を含んだ価格に，指定仕向地までの輸送費および保険料を
含んだ値段および条件をいい，連送契約や指定仕向地までの連送保険の手配はも
ちろん売主の義務である。この条件では危険は約定品が運送人の保管下に引き渡
されたときに移転するもので，本船の欄千を越えたときに移転するものではない。
なお1990年7月1日実施の1990年Inco termsでは Carriageand Insurance paid 
to (……named place of destination)という語が用いられ、 Freightという語
が削除されているが，コードは従来通り CIPを用いる。
(163) 信用状統一規則第37条b項
(164) 同上
(165) 同第38条a項
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(All Risks, W. A., F. P.A. J (協会貨物約款〔全危険担保，分損担保，分損
不担保〕）が記載されており，また付加危険として InstituteWar Clauses 
（協会戦争危険担保約款）， InstituteStrikes Riots and Civil Commotions 
Clauses (協会同盟罷業騒授暴動担保約款）などが記載されている。また時
には保険の種別としてInstituteCargo Clauses (A), (B), (C)が記載されてい
るが，この場合には1982年から従来の保険証券と並行して使用されている新
保険証券を提供しなければならない。この場合は，付加危険としてInstitute
War Clauses, Institute Strikes Clauses (協会ストライキ危険担保約款）
などが記載されている。
なお信用状に免責歩合不適用条件 (irrespectiveof percentage; iop)で
付保されなければならない旨が特に明示されていないかぎり，銀行は担保条
件がフランチャイズ（免責歩合）またはエクセス（控除免責歩合）の適用を
(166) 
受けることを示している保険書類を受理することになっているから，信用状
に "irrespectiveof percentage"で付保することを求めている場合には，
フランチャイズまたはエクセスが記載されている保険証券は受理されないこ
とになる。 しかし協会貨物約款〔全危険担保］では免責歩合の適用はない
し，また新協会貨物約款(A), (B), (C)とも免責歩合に関係なしに損害は填補さ
れることになっているので， W.A. (分損担保）条件の場合を除いては，ぁ
まり問題はないであろう。
以上，売主は信用状に明記されている保険書類に関する条項を熟読し，提
供すべき保険書類，保険書類の日付，保険の種別（保険契約の条件），付加
危険および保険金額などに注意を払い，信用状条件に合致した保険書類を提
供するように心掛けるべきである。
4) その他の積出書類
商業送り状，運送書類および保険書類のほか，付属書類として領事送り状
(Consular Invoice), 税関送り状(CustomsInvoice), 原産地証明書(Certi-
(166) 同第40条
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ficate of Origin), 包装明細書 (PackingList), 検査証明書 (Inspection
Certificate), 容積重量証明書 (Certificateand List of Measurement 
and/or Weight)などがあるが，時には入手しがたいような内容の書類を信
用状に求めてくる場合があるので，注意を要する。
なお信用状にほかに異なる定めのないかぎり，①複写機器，R自動機器ま
たはコンピュータ機器および③カーボン・コピーによって作成されたかまた
は作成されたとみられる書類は， それらに原本 (Originals) としての表示
(167) 
があれば，銀行は原本として受理することを付け加えておこう。
14. 手形買取銀行指定信用状と手形買取銀行無指定信用状
信用状に手形買取銀行が指定されているかいないか，すなわち手形買取銀
行指定信用状 (RestrictedCredit)か， 手形買取銀行無指定信用状 (Open
Credit; General Credit)かを点検する。手形買取銀行無指定信用状では，
受益者（売主）が外貨手形を振り出したときは，手形買取地で最も有利な為
替相場で手形を買い取ってくれる銀行に手形買取りを依頼することができる
し，また信用状の有効期限の当日に買取りのために荷為替手形を差し出せば
よいが，手形買取銀行指定信用状ではこのような特典もなく，また指定銀行
以外の銀行がたとえ手形を買い取っても保護されないから，通常，この種の
信用状に基づく手形の買取りに応じない。また再割方式による手形買取りが
可能であっても，指定銀行に信用状の有効期限内に荷為替手形を差し出さな
ければならないから，自己の取引銀行が指定銀行でなければ，信用状の有効
期限の当日ではなく， 2• 3日の余裕をもって荷為替手形を差し出さなけれ
ば，信用状の有効期限に間に合わないことになり，代金回収に支障をきたす
ことになるかもしれない。 したがって売主は OpenCredit (手形買取銀行
無指定信用状）を入手することが望ましい。
なお信用状に手形買取銀行が指定されていなければ手形買取銀行無指定信
用状 (OpenCredit)とみなしてよい。
(167) 同第22条 C項
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15. 支払確約文言
前述したように国によっては取消不能 (irrevocable)であっても，支払
確約はしていないといって支払拒絶をしたことがあるので，信用状に支払確
約文言があるかどうかを確めておくことが大切である。取消不能信用状に
は，通常， Wehereby engage with drawers, endorsers and bona fide 
holders that drafts drawn and negotiated in conformity with the terms 
of this credit will be duly honoured on presentation and that drafts 
accepted within the terms of this credit will be duly honoured at 
maturity. (当行は本信用状の条件に合致して振り出され， かつ買取りされ
た手形は呈示あり次第，間逮いなく引受け支払うこと，また本信用状の有効
期間内に引き受けられた手形は満期日に間逮いなく引受け支払うことを手形
の振出人，裏書人およぴ善意の所持人に確約致します）または Wehereby 
engage that drafts drawn in conformity with the terms of this credit 
will be duly accepted on presentation and duly honoured at maturity. 
（当行は本信用状の条件に合致して振り出された手形は呈示あり次第，間遮
いなく引き受け，また満期日に間遮いなく引受け支払うことをお約束致しま
す）のような支払確約文言が記載されている。しかし時には商品が良ければ
支払うなど留保条件付支払いになっていることもあるので，注意を要する。
このような場合は直ちに信用状の訂正を依頼すべきである。
16. 信用状統一規則適用文言
信用状に Thisdocumentary credit is subject to the "Uniform Cus-
toms and Practice for Documentary Credits (1983 Revision), Inter 
national Chamber of Commerce, Publication No. 400のように信用状統
ー規則適用文言が記載されている場合は，信用状関係当事者はこの規則によ
って拘束され，信用状にほかに異なる明示のないかぎり，関係当事者の義務
と責任，信用状の取扱いおよぴ用語解釈などはこの規則にのっとって行われ
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ることになる。したがって支払確約文言がなくても，信用状統一規則適用文
言があれば，取消不能信用状は支払確約のある信用状とみなされることにな
り，売主にとっては有利である。
以上，売主の立場から荷為替信用状取扱いにおける留意点を論じたが，こ
れ自休決して完全なものとは言い得ないであろう。なぜならば各信用状には
その信用状特有の問題点たとえば TransferableCredit (譲渡可能信用状）
であるのに分割積みを許容しないもの（全部譲渡の場合ならよい）があり，
また直航船 (DirectSteamer)がないのに積換え禁止のものがあり，さらに
輸出代金の40%をまず支払い，これが完全に決済されたら，残りの60彩を満
期日に支払うことになっているものなどがあるからである。しかし前述の考
察によって，売主からみた荷為替信用状取扱いにおける主たる留意点は論及
されたものと思う。したがってこのような留意点を綿密に精査することによ
って，問題点を是正し，有効な信用状として使用することができるようにな
るであろう。
現行の信用状は今なお買主の意向が強調されている嫌いがある。信用状は
売買契約とは別個の取引として取り扱われるとはいえ，売買契約に基づくも
のであるから，売主が荷為替信用状取扱上留意すべき点は売買契約書に明確
に規定し，さらに信用状条件たとえば信用状の有効期限，船積期限，引渡数
量，分割積出し，積換えなどについて買主に通知すべきである。その予備的
段階における注意は見逃しにできない点である。
いずれにしても売主は信用状を接受したならば，すべての点において売買
契約と合致しているか，信用状自体に矛盾がないか，取消不能信用状か，信
用状金額が契約金額をカバーしているかなどを点検し，間遮いなく荷為替
取組ができるかどうかを精査しなければならない。通知銀行においても，
Upon receipt, please check the credit carefully. In case you have 
found that any terms and conditions are irregular or inconsistent, 
(1~8) 
please arrange an amendment through the applicant for the credit. 
(168) 東海銀行発行の輸出信用状通知書 (Adviceof the credit)による。
荷為替信用状取扱いにおける留意点(il)(来住） (285)27 
（信用状接受次第，信用状を綿密に点検して頂きたい。貴社が信用状条件が
一致していないまたは矛盾していることを見付けられた場合には信用状発行
依頼人を通じて訂正をして頂きたい）という文言を用いて売主に通知してい
る。もちろん不明な点があれば通知銀行に問い合わせるべきであり，信用状
に不備な点があれば，売主は買主または通知銀行を通じて信用状の訂正を要
求すべきである。
このようにすることによって信用状は正当化され，関係書類の提供時に起
こるかもしれない紛争を回避させ，ひいては貿易取引の円滑化をはかり，国
際貿易の拡大を助長するであろう。
